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はじめに

　

１９４９年９月から１９５０年にかけての教職員レッド・パージにおいて何名位の教職員が追放された

かについては諸説がある， 多数説は 「１，７００名一 説であるが， これについて筆者は， かつて 「１，７００

名という数は過大で実際には１，１００名前後と思われる
｛１）」という予想を述べ，他日に詳論を約束して

いた，

　

本稿は， この課題に応えることを目的としたものである．

　

なお， 教職員レッド・パージの対象は， 幼稚園から大学にまでおよぶものであったが， 大学， 旧

制専門学校， 旧制高校についてはその実態をまだ明らかにし得ていない， それについては他日を期

し， 本稿では公立学校関係 （幼， 小， 中， 高校） における被追放者に対象を限定し検討を進めるこ

とにしたい，

　

１， 被追放者数の確定をめぐる問題

被追放者数については， 最小は約１，１００名から最大は約５，０００名とするものまでいくつかの説が

あるが， 圧倒的多数説は
「約１，７００名」説である，

「約１，７００名一説については後に検討するが， 戦

後教育史上重要な事件であった教職員レッド・パージの被追放者数が確定していないというのは奇

妙なことである， 同じく教員弾圧事件であった勤評・学テ事件については， 被処分者数は勿論のこ

と処分の程度に至るまで明らかにされているのとは対照的である．

　

この要因は別稿（２）でも指摘したようにレッド パージそのものの性格にかかわるものであろう．不

法・違法な処分を占領軍権力を背景に強行するというのがレッド・パージであったが， 文部省， 教

員委員会はこれを偽りの口実をもって正当化し実施した． その為に彼らにとってレッド・パージは，
後ろめたさを伴い， 知られることが不都合で可能なら言謝意から消し去りたい戦後教育史の汚れた一

コマであった， このような事情を反映して， 秘密裡に実施し公表しなかったり， 一般の大量人事異

動 （退職勧奨） や定数条例制定による退職処分の中にレッド・パージを含める等の巧妙な処分方法

によった為に当時の新聞を見ても正確な被処分者数を知ることの出来ない県が相当数存在する， ま

た， 文部省は， 自ら処分を指示， 督励しながら公式にはこの事件へのかかわりを一切否定し， 文部

省『学制百年史』（１９７２年）はレッド・パージを完全に黙殺し一行もふれることがない， レッド・パー

ジの執行者であった各都道府県教育委員会の手になる教育史や文献においても事情は大して変ら

ず， 我々は公表されているこれら官製教育史や文献の全てに目を通したとしても正確な被追放者数

を知ることは出来ない，
他方，日教組史においても被追放者数は明示されておらず，

（３｝各都道府県教組史の全てに目を通し
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てもこれを知ることは出来ない． 宮城， 栃木など県教組史を発行していない県が存在するという事

情に加えて， 発行された県教組史の記述が暖味， 不正確であ．ったり， 岩手県教組史等のようにレッ

ド・パージについて一行もふれることがないものまでが存在するからである． これは， 勤評・学テ

に対して示した抵抗と同様の構えをもってレッド・パージに立向かわなかった教職員組合運動の弱

点を反映したものである．

　

従って，全国の被追放者を算定するには，教組史をはじめとする組合資料，教員委員会関係資料，
新聞等を材料に各都道府県別の被追放者数を推計しそれを集計するという手間のかかる肉体作業に

よる以外ないということになる．

２， 被追放者数に関する諸説の紹介

（１） 「約１，７００名」 説

　

公立学校からの教職員被追放者数につき教育史関係の著書の大部分は， それを
「約１，７００名」と

しており， 労働運動史関係の著者もこれに倣っているので
「約１，７００名」 説は通説の観を呈してい

る， しかし， 不思議なことにその根拠はいずれにおいても明らかにされていないのである．

　

そこで，
「約１，７００名一説が通説のようになった経緯を検討してみたい， 教育史関係の著書で最初

に被追放者数を「約１，７００名」としたのは， 管見の限りでは， 宮原誠一編著
『教育史』（東洋経済新

報社，１９６３年） である（村田泰彦執筆）， 以降これが， ①伊ヶ崎晩生
『大学の自治の歴史』（新日本

出版社，１９６５年）， ②国民教育研究所編
『国民と教師の教育権』（明治図書，１９６７年， 伊ヶ崎暁生執

筆）， ③五十嵐顕・伊ヶ崎暁生編著
『戦後教育の歴史』（青木書店，１９７０年， 浦野東洋一・土屋基規

執筆）， ④鈴木英一
『教育行政』（東大出版会，１９７０年）， ⑤中内敏夫・他著

『教育のあしおと』（平

凡社，１９７７年）， ⑥太田尭編著
『戦後日本教育史』（岩波書店，１９７８年， 平原春好執筆）， ⑦川合章・

他著『日本現代教育史』（新日本出版社，１９８４年， 川合章執筆）等ごく最近の著書にまで引き継がれ

ている． ただし，
「引き継がれている」というのは筆者の推測であって宮原誠一編著『教育史』を典

拠としてあげているものはない． ④が①を， ⑥が③を典拠にあげているに過ぎないのであるが， 典

拠とされた①にしろ③にしろ，１，７００名という数は宮原編著の著書に拠る以外になかった筈である，

　

それでは， 宮原誠一編著
『教育史』 は何に拠って 「約１，７００名」としたのであろうか． 被追放者

を最初に１，７００名としたのは， これまで確かめうる限りでは， 第三回世界教員会議日本代表団報告

書（４）（１９５３年７月）である， ここでは
「アメリカ占領軍のこのような帝国主義的教育政策， ……吉田

内閣の反動政策がどのように表れているかの一例は， つぎの事実からも知ることができる」とし

「１９４９年－１９５０年には，平和を愛する教師たちが数多く追放された，すなわち……全国においては

１，７００名の日本国憲法に忠実なる教師たちが， いわゆる 『レッド・パージ』 されたのである｛
５）
」と記

されている． この
「１，７００名」という数は， 帝国主義的教育政策， 反動政策の表われを強調する為に

誇張されたものであって正確なデータに基づいたものとは思われない． それまでの日教組の資料に

１，７００名とするものは存在せず，また，この団員の一員であり報告書の内容から推してその作成に深

くかかわったと思われる矢川徳光も同年３月発行の著書において（６｝「千数百名」としているからであ

る， この報告書を典拠とし最初に被追放者数を
「１，７００名」とした論文は， 大河内一男・大友福夫・

他「戦後労働運動史（７｝」（１９５４年） であったが， 宮原誠一編著
『教育史』はこのいずれかに拠ったも

のと思われる． いずれにしても， 直接あるいは間接のちがいはあれ典拠とされているのは第三回世
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界教員会議日本代表団報告書であり， 従って
「約１，７００名」という数は， 集会参加者数の主催者発

表に類似したものであって， それを正確な実数と考える訳にはいかない，

　

（２） その他の諸説

　

「約１，７００名一説以外では
「約２，０００名

｛８）
」， なかには 「約５，０００名

（９）
」とするものまであるが何れ

も論拠の提示がなく信頼するに足らない．

　

これに対し， 都道府県別に被追放者数を示しているものとして以下の資料・論文があげられる，

　

①日教組 「カク首一覧表」（１９４９年１１月）

　　

日教組第６回臨時大会（塩原大会，１９４９年１１月１１日～１３日）で配布された大会資料の一部で，

　

１１月初旬までの２府２２県の府県教組からの報告を集約したものである， 公立学校関係を集計す

　

ると５４６名となる （大学関係は辞職勧告中のもの６８名），

　

②特別審査局 「教員整理の進行状況について一（１９５０年１月（１０））

　　

特審局が特審地方支局， 各府県地方課・調査課からの報告を集約したものである，１９４９年１２月

　

現在の集約である為，１９５０年実施の東京，埼玉，長野が未報告で，１９４９年に実施した群馬，三重，

　

香川の報告が欠けている． 被追放者数はかなり杜撰なものであるが， 上記の６都県を除いた総計

　

は７３３名となる， これを加えるとおよそ１，１００名程度になるものと推定される，

　

③文部省 「全国で解雇された赤い教員数」（１９５１年６月０１））

　

文部省のＣＩＥに対する１９５１年６月１９日付の報告である． 各都道府県教育委員会からの報告の

　

集約と思われるが， 佐賀県が欠けており， 滋賀県については
「公立学校は未報告」の注をつけ１

　

名としている．総数は１，２８３名であるが，佐賀，滋賀の分を加えると１，３１０名程度と推定される，

　

滋賀に付された注からすると公立学校だけでなく大学関係も含んだ数と推定される， また，１９４９

　

年９月－１９５０年レッド・パージ前後の被追放者も含まれている可能性がある，

　

④阿部彰 「教育長

　

天野利武論（１２）」

　　

「各都道府県資料， とくに各都道府県教組提供の人事関係資料により作成」したとするもので，

　

被追放者の総数を「１，１４４名 （十α）」としている， 筆者の調査結果とほぼ一致するが， 個々には

　

不正確と思われる部分がある （後述），

　

なお， 特別調査局
「所謂特殊官聴グループに関する報告」（１９５０年８月｛１３））は「（行政整理の）被整

理職員の中には， 極めて多数の日本共産党員（秘密党員を含む）， 同党に対する同情的協力者及び容

共分子と認められる破壊分子が包含されている」として各官庁毎の一覧表を掲げている， 文部省関

係のみを紹介すると以下のとおりである，

官

　　

庁

　　

別 Ａ Ｂ Ｃ 計

文部省（本省附属機関を含む） ７ ６ ５ １８

直

　　

轄

　　

学

　　

校 ７２ ５０ ４５ １６７

公

　　

立

　　

学

　　

校 ５２０ ５４４ ５１９ １，５８３
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表中のＡ，Ｂ，Ｃについての注記はないが， 先の記述から推してＡは共産党員，Ｂは同情的協力者，
Ｃは容共分子を意味するものと思われる．同報告は

「各官庭内における共産主義的組織と活動の人的

基盤の大部分は， 右の行政整理によって破壊され， 一掃されるに至った」と
「行政整理」の「成果」

を誇らしげに語っている，

　

なお， 藤井松一・他
『日本現代史（上）』（青木書店，１９６１年）は公立学校関係の被追放者を１，５８３

名としているが， これは同報告に拠った吉田茂
『回想十年（第二巻）』（新潮社，１９５７年）が典拠と

思われる．

　

また， 特審局報告を基にしたあるＧＳ（民政局）文書
（１４に 「行政整理」， レッド・パージにより

「政

府機関から解雇された共産党員数」（１９５０年１０月現在）の一覧表があるが， 公立学校， 直轄学校に

関しては特審局報告と同一でそれぞれ１，５８３名，１６７名とされている （文部省は２０名），

　

その他， レッド・パージの督励者であったイールズは
「初等中等学校の約１，２００名の共産党員及

び所謂共産党員の教師が退職を勧告されその大部分が退職した（１５｝」としている．

　

３， 被追放者の推定数－「約１，２００名」 説の提起

　

（１） 被追放者の推定数

　

これまでの調査で判明した被追放者数は 〈表１〉 に示すとおりである．

　

筆者の推定によると被勧告者の総数は 〈１，１１３名十の となり，α（埼玉， 千葉， 長野， 福岡）の

数は多く見積っても４０名程度と考えられる， 従って， 公立学校関係の被追放者数を
「約１，１６０名」

と推定することができる， なお， この他に辞職勧告がなされる以前にレッド・パージの動きを察知

し自主的に或いは個別の働きかけにより退職した事例がいくつかの県でみられた（山形・栃木など）．
その実数を正確に確定することはできないが全国で３０～４０名を上廻ることはないであろう， 従っ

て， この分を加えて
「約１，２００名」という数が， 公立学校関係の被追放者数の最大値と予想される，

　

以上の推定に基づき 「約１，２００名」 説を提起したい．
なお， 大学， 旧制高校・専門学校関係の被追放者数については調査中で現在のところ正確な数を示

し得ないが÷

　

３０～４０名程度と推測している，
｛１６｝

　

次に， これらの推定の論拠とした資料と参考事項を各都道府県別に紹介する．

　

（Ａは資料，
．Ｂは参考事項を示す）

　

［北海道〕

Ａ－ｏ道教委 「教職不適格者処分状況書」（札幌地裁， 乙１号～４号証）， ０北教組
『北教組史

　

第

　

２集』（１９６４年）， ０
「北海道新聞」（１９４９年１１月１９日）， ０

「北海タイムス」（１９４９年１１月１９

　

日）．

Ｂ－①１０名が教育委員会審査請求を行い（１９５０年２月）一旦は「処分妥当」の判定がなされたが，

　

再審査請求の結果， ２名の処分が取消され復職の判定がだされた （１９５０年９月）．

　　

１９６１年に５名が休職処分無効確認を求め提訴し最高裁まで争ったが請求は斥けられた（最高裁

　

判決，１９７３年），

　

②２６名のうち共産党員は１４名，
「容共」とされる者４名であった．
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〔青森〕

Ａ－ｏ三上斎太郎「青森県におけるレッド・パージ」（教職員レッド・パージ三十周年記念刊行会『三

十余年の星霜を生きて』，あゆみ出版，１９８３年），０秋元良治
『青森県教組結成覚え書』，北の街社，

１９７４年， ｏ「東奥日報」（１９４９年１１月１２日）， ｏ
「毎日新聞（青森版）」（１９４９年１１月１１日），

　

ｏ

　

ｒデーリー東北一（１９４９年１１月１１日），

　　

なお， 勧告月日は大川毅
「レッド・パージの思い出」（教職員レッド・パージ三十周年記念刊行

会， 前掲書） に依った．
「１１月１４日」 とするものもある （「アカハタ」，１９４９年１１月２３日），

Ｂ－１４名中７名が共産党員， １名が組合活動家であった．

　

〔岩手〕

Ａ－ｏ六三制教育研究会 『岩手の教育行政物語』， 熊谷印刷出版部，１９８０年．

　

なお，
「新岩手日報」（１９４９年１０月１９日） および「朝日新聞 （岩手版）」（１９４９年１０月２０日）

　

は３３名としているが， それは小・中学校に限定した数であり高校を含めると４０名になる．
Ｂ－このうち共産党員・同調者と見なされたのは， 十数名 （

「新岩手日報」，１９４９年１０月１９日） と

思われる．

　

整理は希望退職と辞職勧告の二本建で実施され， 前者は小・中学校で２８７名に及んだ．

　

〔宮城］

Ａ－ｏ 「河北新報」（１９４９年１０月２７日）． ｏ
「朝日新聞 （宮城版）」（１９４９年１０月２８日）． ｏ 「毎

　

日新聞 （宮城版）」（１９４９年１０月２８日）， ｏ

　

ｒ読売新聞 （宮城版）」（１９４９年１０月２８日），

〔秋田〕

Ａ－ｏ秋教組『秋教組この二十年』（１９６７年）， ０秋教組
『嵐にたえて

　

不富弾墜斗争史』（１９５２年），

　

０秋田県教育委員会『教育秋田』（第２３２号，１９６８年１１月）， ｏ
ｒ秋田魁新報」（１９４９年１０月２４

日），
Ｂ－①４３名のうちには校長３人を含め現・前組合幹部２１人が含まれていた．

　

②県教組支援のもとに地労委提訴（１９４９年１１月，２８名）， 教育委員会審査請求（１９４９年１１月，
２８名）， 行政訴訟 （秋田地裁，１９５０年３月， ５名）， 地労委再提訴 （１９５０年３月，２８名） の場で

争い１０名が復職 （地労委斡旋，１９５０年１１月），

　

〔山形〕

Ａ－０今井宏『山形県戦後労働運動史』，労働旬報社，１９６９年，．ｏ
「山形新聞」（１９４９年１０月２１日）．

　

ｏ「毎日新聞 （山形版）」（１９４９年１０月２１日）．

　

なお， 県教委は当初２２名と発表したが（
「山形新聞」，１０月１９日）その後２１名に訂正し（

「山

形新聞」，１０月２０日）， さらに最終的に１９名と再訂正した，
Ｂ－①県教組委員長，書記長など組合幹部多数を含み

「ほとんどが共産党員」（「毎日新聞（山形版）」，
（１９４９年１０月２０日）と報ぜられている．

　

②６名が処分の取消しを求め教育委員会審査請求を行ったが， 請求は斥けられた （１９５０年１１

月）．

〔福島〕

３８



教員レッド・パージの被追放者数をめぐって

Ａ－０「福島民報」（１９４９年１０月１８日）， ｏ

　

ｒ毎日新聞 （福島版）」（１９４９年１０月２１日）， ｏ 「朝

　

日新聞 （福島版）」（１９４９年１０月２５日），
Ｂ－６名は辞職勧告を拒否し一旦は休職処分に附されたが（１９４９年１２月３１日付），その後勧告に応

　

じ依頼退職となった （１９５０年３月３１日付），

　

〔茨城〕

Ａ－ｏ茨教組『茨教組２０年の歩み』（１９６８年）． ｏ茨城高教組
『たたかいの２０年』（１９７２年）， ０

「毎

　

日新聞 （茨城版）」（１９４９年１１月１２日）． ｏ
「読売新聞 （茨城版）」（１９４９年１１月１２日），

Ｂ－教育委員会審査請求（１９５０年１月）， 地労委提訴（１９５０年２月）， 行政訴訟（水戸地裁，１９５０年）

で争ったが， 地労委の斡旋で和解 （解雇手当の追加支給で退職） となった，

　

その後， ７名が
「地位確認， 損害賠償等請求」の行政訴訟をおこしたが（水戸地裁，１９５９年）

訴えは容れられなかった （水戸地裁判決，１９６４年），

　

〔栃木〕

Ａ－ｏ 「下野新聞」（１９４９年１１月２５日），

　

県教委は当初２５名と発表したが， 勧告前に既に９名が自主退職していた為１６名に訂正，
Ｂ－教育委員会審査請求を行った模様 （詳細未確認）．

　

〔群馬〕

Ａ－０群馬高教組『群馬高教組２０年史』（１９６８年）， ０光山松雄
『ある証言

　

嵐に抗する教師像』，
鳩の森書房，１９７０年． ０大手利夫

「群馬県教組十五年の回想（１４）」（群馬県教組『文化労働』，１９６０

年９月）， ｏ
「毎日新聞 （群馬版）」（１９４９年１１月２９日），

Ｂ－①被勧告者の中に「正， 副委員長をはじめとして７名の常任執行委員が含まれており， その上，
各支部や青年部の主要な活動家が殆んど包含されていた」（群馬高教組， 前掲書） といわれる．

　

②勧告を拒否し休職処分に附された８名は， 教育委員会審査（１９４９年１２月）， 行政訴訟（前橋

地裁，１９５０年６月） で争ったが， 裁判所の和解斡旋を受諾し （１９５１年１２月） １名の復職となっ

た．また，県教委は１９５１年４月，退職者中７名の復職を決定し，この後逐次復職を決定していっ

た為， 退職者のかなりの者が復職することになった （群馬高教組， 前掲書）．

　

その後， ４名が再び行政訴訟（前橋地裁，１９６０年１月）をおこしたが訴えは容れられなかった

　

（１９６７年４月判決）．

　

〔埼玉〕

Ａ－ｏ埼教祖 『埼教組３０年のあゆみ』（１９７７年）． ０
「埼玉新聞」（１９５０年３月３１日），

　

なお，くα＞

　

は以下の新聞記事の事実を未確認の為，

　　

「２６日細谷教育長は各地方出張所長を教委事務局に招き具体的な協議をした結果， 問題となっ

ていた不協力教員の整理につき断固処理する方針を明らかにし該当者在職校の校長十数人を呼び

事情を聴取する一方本人の自発的退職を勧告した」（「埼玉新聞」，１９５０年３月２７日），

　　

「（休職９８名を含む大量異動発令） この中には問題の不協力教員２７名程度が含まれているが，
大多数は勧告をうけ入れている」（「埼玉新聞」，１９５０年４月１日），

　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・

　

〔千葉〕
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Ａ－ｏ小島一仁 「教員レッド・パージの証言」（『歴史地理教育』， 第２３９号，１９７５年７月）． ０千葉

　

県教職員組合 『千教組組合史』（１９７３年），

　

なお，〈α〉は
「レッドパージの波は……らに襲いかかっていった」（千葉県教職員組合，前掲書）

　

として２名の他に４名の氏名をあげている事実の未確認分である，
Ｂ－２名が教育委員会審査請求（１９５０年８月）を行い， さらにその内の１名が行政訴訟（千葉地裁，

　

１９５１年） で争った， １名は県教委との和解 （他県への復職を県教委が斡旋）で他県に復職し， 他

　

の１名は裁判での勝訴（千葉地裁，１９５４年１１月）を受けて県教委が処分を取消した為，復職（１９５５

年１月），

　

〔東京〕

Ａ－０東京都教職員組合『都教組十年史』（１９５８年）， ０東京都教職員レッドパージ三十周年記念集

会実行委員会『レッドパージに抗して三十年』， あゆみ出版，１９８０年， ｏ
「朝日新聞」（１９５０年２

月１４日），
Ｂ－８８名が教育委員会審査請求 （１９５０年３月～），７５名が行政訴訟 （東京地裁，１９５０年１０月） で

争った， 教育委員会審査では１名が処分取消， １名は復職， 行政訴訟では１名のみが処分取消し

　

（東京高裁，１９５９年１月） の結果に終った．

　

〔神奈川〕

Ａ－０「毎日新聞（神奈川版）」（１９４９年１１月２２日， １１月２５日）． ｏ
「読売新聞（神奈川版）」（１９４９

　

年１１月２２日）， ｏ横浜市教育委員会
『横浜市教育史（下巻）』（１９７８年）， ０横浜市教職員組合

『浜

教組十五年史』（１９６２年）． ０小野保夫
「休職処分の取消し判決」（教職員レッド・パージ三十周年

記念刊行会， 前掲書），

　

なお， これに係る横浜地裁判決 （１９５７年１０月） は休職を２０名としている，
Ｂ－８名が教育委員会審請求 （１９５０年１月）， １名が行政訴訟 （横浜地裁，１９５６年） で争い行政訴

　

訟で処分取消しの判決がだされた（横浜地裁，１９５７年１０月）， この結果， 他の１９名の処分も取消

　

された （小野保夫， 前掲論文），

　

〔山梨〕

Ａ－ｏ「毎日新聞（山梨版）」（１９４９年１０月１３日， 同１４日）， ０山梨県教職員組合
『山梨県教組三

　

十年史』（１９８２年）．
「教育新聞」（１９４９年１０月２日），

　　

なお，
「山梨日日新聞」（１９４９年１０月１３日） および「山梨時事新聞」（１９４９年１０月１３日） は

　

４名としているが，１０月１３日に新たに１名の勧告がなされた（
「毎日新聞（山梨版）」，１０月１４日）．

　

〔長野〕

Ａ－０小西謙『星条旗の降りるまで』， 信濃教育会出版部，１９５７年． ｏ市川慶三
『黒い嵐

　

長野県教

　

組弾圧史（増補・改訂）』，信州白樺，１９７４年，ｏ長野県教職員組合
『長野県教組十年史』（１９６０年），

　　

なお，αは
「その後にいたり，組合活動を推進したものあるいは共産党員とみられたものが…年

　

度ぎりぎりのところで， 多数退職させられている」（
『長野県教組十年史』） の記述による，

Ｂ－地労委提訴， 教育委員審査請求を行った模様．

〔新潟〕

４０
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Ａ－ｏ「新潟日報」（１９４９年１２月１０日）． ０南雲源兵衛
「不当轍首事件をふりかえって」（新潟県教

職員組合３０周年記念誌編集委員会 『３０周年記念誌』，１９７７年）， ｏ新潟県教職員組合
『新潟県教

職員組合史

　

第１巻』（１９５８年），
Ｂ－①教組との交渉で入院中の１名の処分取消し， １名については処分を取消し依頼退職，

　

②休職処分に附された５名が教育委員会審査請求（１９５０年２月）， 行政訴訟（新潟地裁，１９５０年

　

３月）で争い， 行政訴訟で１名が処分取消しとされた（東京高裁，１９５３年５月）． その後， 県教委

　

との和解が成立し３名が復職 （１９５４年）， ２名が依頼退職となった．

　

〔富山〕

Ａ－０富山県教職員組合『県教組十年史』（１９５７年）， ｏ
ｒ石川新聞」（１９４９年１０月２９日）． ｏｒ北

　

日本新聞」（１９４９年１０月２９日），

　

なお，
「読売新聞（富山版）」（１９４９年１０月３０日）は６名（小２，中１，高３），

「教育新聞」（１９４９

年１２月１日） は９名 （１０月２５日…県教委７名，１１月５日…市教委２名） としている，
Ｂ－１名が教育委員会審査請求，

　

〔石川〕

Ａ－ｏ石川県教職員組合 『石川県教組組合史』（１９６９年）， ｏ

　

ｒ石川新聞」（１９４９年１０月３０日， 同

３１日）， ｏ
「北国毎日新聞」（１９４９年１０月２９日， 同３０日）． ｏ

「読売新聞（石川版）」（１９４９年１１

月１３日）．
Ｂ－２名が行政訴訟 （石川県教職員組合， 前掲書），

　

〔福井〕

Ａ－ｏ福井県教職員組合 『県教組二十年史』（１９６６年），

　

〔岐阜〕

Ａ－ｏ「岐阜タイムス」（１９４９年１０月１２日）， ｏｒ東海夕刊」（１９４９年１０月２１日）． ｏ
「朝日新聞

　

（岐阜版）」（１９４９年１０月１２日）， ｏ岩田澄男
「岐阜・愛知における経過」（前掲，

『三十余年の星

霜を生きて』 所収），
Ｂ－行政訴訟で争い和解， 数名の復職 （岩田， 前掲論文），

　

〔静岡〕

Ａ－牧柾名「レッド・パージ裁判」（森田俊男『国民教育運動４

　

教育裁判闘争と憲法・教育基本法』，
明治図書，１９７１年）， ０静岡県教職員組合

『静教組三十年史』（１９７８年）， ０
「毎日新聞（静岡版）」

　

（１９４９年１０月８日）． ｏ静岡地裁判決 （１９６６年９月２０日）．
Ｂ－① 「６７名は，（原判決も認めるように）４７名が共産党員， その余の者は， ほとんどが共産党同

調者か組合役員， あるいは誤って共産党員又はその同調者と見なされていた」者であった （上告

代理人の上告理由， 最高裁判決，１９７５年５月１日），

　

②１６名が行政訴訟（静岡地裁，１９５９年９月及び１９６１年１月）で争ったが敗訴した（最高裁判

決，１９７５年５月１日）， 他方，
「悔悟反省」（共産党， 組合と絶縁）を条件に６７名のうち約半数が

復職している （牧柾名， 前掲論文），
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【愛知〕

Ａーｏ「読売新聞（中京版）」（１９４９年１０月２９日， 同３０日）． ０
「朝日新聞（名古屋版）」（１９４９年

１０月２９日， １１月５日）， ｏ
「中部日本新聞」（１９４９年１０月２９日， １１月５日）， ０愛知県教職員

組合 『愛教組３０年史』（１９８１年）． ０岩田澄， 前掲論文，
Ｂ－２名が地労委に提訴し， 斡旋で１名が地教委職員に就職． 教育委員会審査請求も行った模様，

　

〔三重〕

Ａ－ｏ「朝日新聞 （三重版）」（１９４９年１０月２日， 同７日）， ｏ 「アカハタ」（１９４９年１０月９日），

　

なお，三重県員弁郡教職員組合
『いなべの土のなかの教育』（労働旬報社，１９６９年）は３２名， 三

重県商工労働部労政課 『三重県労働運動史』（１９６６年） は３０名としている．
Ｂ－①１１名が教育委員会審査請求をし， 県教委との復職運動で数名が復職 （前掲，

『いなべの土の

　

なかの教育』），

　

②組合幹部７名のうち５名が３１名の中に含まれていた，

　

〔滋賀〕

Ａ－ｏ 「朝日新聞 （滋賀版）」（１９４９年１１月９日）， ０
「読売新聞」（１９４９年１０月２４日）．

　　

なお，
「京都新聞（滋賀Ｃ版）」（１９４９年１０月５日）および「教育新聞」（１９４９年１０月２７日）は

　

３名としている，

　

〔京都〕

Ａ－ｏ 「朝日新聞」（１９４９年１０月１１日， 同１６日）， ｏ
「毎日新聞」（１９４９年１０月１１日）． ｏ

「教

　

育新聞」（１９４９年１０月２０日）， ｏ
「京都新聞」（１９４９年１０月１１日， 同１６日）， ０国民教育研究

　

所・京都教育センター 『民主教育－戦後京都の教育運動史』， 民衆社，１９７４年，
Ｂ－９名が地労委に申立， 和解 （懲戒免職処分を取消し依頼退職）．

　

〔大阪〕

Ａ－０大阪府立高等学校教職員組合府高教十年史編纂委員会『府高教十年史資料

　

第一集』（１９６０

　

年）， ｏ大阪府教職員組合
『大教組３０年史年表』（１９７７年）． ｏ

「朝日新聞」（１９４９年１０月２３日，
１１月８日），

　　

なお，
「毎日新聞」（１９４９年１０月２３日） は９９名としている．

Ｂ－地労委申立 （１名）， 教育委員会審査請求 （４名） をした模様．

　

［兵庫〕

Ａ－０兵教組十年史編集委員会『兵教組十年史』（１９６０年）， ０兵庫県教育史編集委員会
『兵庫県教

　

育史』（１９６３年）， ｏ
「神戸新聞」（１９４９年１０月２３日）， ０毎日新聞（名古屋版）」（１９４９年１０月

　

２３日），

　

〔奈良〕

Ａ－０「朝日新聞（奈良版）」（１９４９年１０月１２日， 同１４日）， ｏ
「毎日新聞（名古屋版）」（１９４９年

　

１０月１２日）， ｏ
「教育新聞」（１９４９年１０月２７日）．
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〔和歌山〕

Ａ－０和歌山県教職員組合 『和教組２０年史年表』（１９６６年）， ｏ

　

ｒ毎日新聞 （名古屋版）」（１９４９年

１０月１４日）， ｏ
「山陽新聞」（１９４９年１０月１４日），

Ｂ－１名が教育委員会審査請求 （１９５０年）， 行政訴訟 （和歌山地裁，１９５０年３月） で争い， 教育委

員会審査で処分取消し （１９５０年１１月）．

　

〔鳥取〕

Ａ－ｏｒ山陰日日新聞」（１９４９年１１月１日）， ｏ
「毎日新聞」（１９４９年１１月１日）， ｏ

「朝日新聞（鳥

取版）」（１９４９年１１月１日）． ｏ
「読売新聞」（１９４９年１１月１日）．

Ｂ－①地労委で１名につき不当労働行為と認定し原職復帰を命令（鳥取県地方労働委員会「不当労

働行為決定書」，１９５０年３月８日）， これに対し県教委は行政訴訟（鳥取地裁，１９５０年４月）を提

訴 （「教育新聞」，１９５０年６月１日）．

　

②１２名の内訳は５名が共産党員，同調書６名そして組合幹部１名といわれている（
「読売新聞」，

１９４９年１１月１日，
「山陰日日新聞」，１９４９年１１月１日）．

　

〔島根〕

Ａ－ｏ島根県教職員組合『島根県教組十年史』（１９５９年）． ０
「山陰日日新聞」（１９４９年１０月２６日）．

　

ｏ 「朝日新聞 （島根版）」（１９４９年１０月２６日）．
Ｂ－地労委調停で１名復職 （１９５０年２月），

　

〔岡山〕

Ａ－０岡山県教員組合『組合沿革史』（１９５６年）． ｏ
「山陽新聞」（１９４９年１０月２８日）， ｏ

「朝日新

聞 （岡山版）」（１９４９年１０月２８日，１１月３日），
Ｂ－７名が教育委員会審査請求， １名が行政訴訟で争った模様，

　

〔広島〕

Ａ－ｏ宮武元宣 「県教委の工作と組合の変身－広島県教職員レッド・パージ」（前掲 『三十余年の星

霜を生きて』 所収）， ０
「愛媛新聞」●（１９４９年１１月１４日），

　

なお， 宮武元宜は勧告月日を１１月１１日としている，
Ｂ－３名が教育委員会審査請求 （１９５０年１月）， 地労委申立 （１９５０年６月） で争ったが， 休職期間

の１年延長で和解した．

　

〔山ロ〕

Ａ－０「防長新聞」（１９４９年１１月４日），
「毎日新聞」（１９４９年１１月４日），ｏ

「日刊宇部時報」（１９４９

年１１月５日， 同１１日），

　

〔徳島〕

Ａ－ｏ”Ｍｏｎｔｈｌｙ ＣｉｖｉＩ

　

Ａｃｔｉｖｉｔｉｅｓ Ｒｅｐｏｒｔ，Ａｎｎｅｘ

　

Ｅ．１，Ｎｏｖｅｍｂｅｒ

　

ｌ９４９’’（Ｈｅａｄｑｕａｒｔｅｒｓ Ｓｈｉｋｏｋｕ

ＣｉｖｉＩＡｆｆａｉｒｓＲｅｇｉｏｎ），
｛１７）０ 「時事通信

　

内外教育版」（１９５０年４月１１日），

　

〔香川〕
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Ａ－○“Ｍｏｎｔｈｌｙ

　

ＣｉｖｉＩ

　

Ａｆｆａｉｒｓ

　

Ａｃｔｉｖｉｔｉｅｓ

　

Ｒｅｐｏｒｔ，Ａｎｎｅｘ

　

Ｅ‐１，Ｎｏｖｅｍｂｅｒ

　

ｌ９４ザ（Ｈｅａｄｑｕａｒｔｅｒｓ

ＳｈｉｋｏｋｕＣｉｖｉＩＡｆｆａｉｒｓＲｅｇｉｏｎ），
｛１７）ｏ香川県教職員組合 『香教組３０年の歩み』（１９７７年）， ｏ川松

一利 『香川の教育運動』（１９６４年）．

　

〔愛媛〕

Ａ－ｏ”Ｍｏｎｔｈｌｙ

　

ＣｉｖｉＩ

　

Ａｆｆａｉｒｓ

　

Ａｃｔｉｖｉｔｉｅｓ

　

Ｒｅｐｏｒｔ，Ａｎｎｅｘ

　

Ｅ－１，Ｎｏｖｅｍｂｅｒ

　

ｌ９４γ（Ｈｅａｄｑｕａｒｔｅｒｓ

ＳｈｉｋｏｋｕＣｉｖｉＩＡｆｆａｉｒｓＲｅｇｉｏｎ），
｛１７｝ｏｒ新愛媛」（１９４９年１１月２６日）． ０

「愛媛新聞」（１９４９年１１

　

月２５日， 同２６日，１２月７日， 同１１日）．

　

〔高知〕

Ａ－ｏ山原健二郎 『土佐の夜明け』， 民衆社，１９７１年，

　

〔福岡〕

Ａ－ｏ「西日本新聞」（１９４９年１０月２５日， 同２８日）． ｏ
ｒ毎日新聞」（１９４９年１０月２５日， １１月１

　

日），
「朝日新聞」（１９４９年１０月２５日），ｏ福岡県高等学校教職員組合

『福高教組十年史』（１９５７年）．

　

なお， 福岡県教職員組合
『福岡県教組２０年』（労働旬報社，１９７０年）は本文では

「中学校２人，
小学校６人程度」とし年表では 「（１０月２１日） レッド・パージ十数名に個人勧告」としており，
福岡市教職員組合『福岡市教組三十年史』（１９７９年）は本文では「数名」とし年表では「１０月

　

レッ

　

ド・パージ十数名 （福教組関係）」としている，
「教育新聞」（１９４９年１０月２７日）は３名としてい

る．

　

αは「第二次勧告……として翌１９５０年３月示唆が行われたが実質は命令であったので速やかに

敢行された．」（福岡県高等学校， 前掲書｝という記述によるものである，

　

〔佐賀〕

Ａ－０「休職退職取消並に損害賠償請求事件

　

佐賀地裁判決」（１９５２年４月４日）． ０佐賀県教職員

組合『佐賀教組不屈の歴史

　

たたかいの２０年』（１９６７年）． ０
「教育新聞」（１９４９年１１月１０日）．

　

なお，
「佐賀新聞」（１９４９年１０月４日） および「毎日新聞」（１９４９年１０月４日） は佐教組調査

　

によるとして１５名としている，
「朝日新聞」（１９４９年１０月４日）は日教組調査として３０名，

「教

育新聞」（１９４９年１０月２７日） および「読売新聞」（１９４９年１０月４日） は１５名としている．
Ｂ－①７名が教育委員会審査請求（・１９４９年１０月）， ８名が行政訴訟（佐賀地裁１９５０年）で争い， 福

　

岡高裁判決で２名の処分取消しが認められた （１９５４年１２月２８日判決），

　

②大部分が共産党員， 組合幹部であった．

　

〔長崎〕

Ａ－０ 「朝日新聞 （西部版）」（１９４９年１０月３日）， ０
「読売新聞」（１９４９年１０月４日），

　

なお，
「毎日新聞」（１９４９年１０月３日） は 「約１５名」 としている．

　

〔熊本〕

Ａ－０熊本県教職員組合『十年のわだち

　

熊教組十年史』（１９５８年）， ０熊本県高等学校教職員組合

　

『熊本高教組

　

１０年史』（１９５８年）， ｏ宮本直人
「真実は永遠に」（前掲 『三十余年の星霜を生き

て』所収）． ０
「熊本日日新聞」（１９４９年１０月４日）． ｏｒ毎日新聞」（１９４９年１０月４日）， ｏ「山
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陽新聞」（１９４９年１０月５日）．
Ｂ－教組と県教委の交渉で長期間に約２０名が復職． 他方， 十数名が行政訴訟（熊本地裁）で争った

　

が中途で和解 （和解の内容不明），

　

〔大分〕

Ａ－０大分県教職員組合『大分県教組二十年史』，労働旬報社，１９７０年，０大分県教育百年史編集事

務局『大分県教育百年史（第二巻）」， 大分県教育委員会，１９７６年． ０柳本見一
『激動二十年

　

大

分県の戦後史』， 毎日新聞西部本社，１９６５年．

　

〔宮崎〕

Ａ－ｏ

　

ｒたたかいこえて」編集委員会『たたかいこえて宮教組３０年のあゆみ』， 鉱脈社，１９７８年，

　

０宮崎県高等学校教職員組合「三〇年史」編集委員会『三〇年の歩み

　

宮崎高教組１９５１一１９８１』，

　

宮崎県高等学校教職員組合，１９８１年， ０
「日向日日新聞」（１９４９年１０月１３日），

　

〔鹿児島〕

Ａ－ｏ鹿児島県教職員組合『１０年のあゆみ』（１９５７年）， ０
「南日本新聞」（１９４９年１０月・１１日， 同

３０日）， ０
「毎日新聞」（１９４９年１０月９日），

（２） 諸説との比較およびコメント

　

都道府県別に被追放者数をあげている既述の資料を一覧表で示すと く表２〉 のようになる，

　

〈文部省報告について〉

　

筆者の推定数と比較し，同数が８県，少ない県が４県に対し３２都道府県で多い数が示されている．

これは， 文部省報告が公立学校以外の大学・旧専門学校等の被追放者数を含めていることに加え，

レッド・パージ前後の時期になされた処分者数および大量人事異動者の一部も含めたことによるの

かも知れない，それにしても， 新潟，長野，京都では筆者の推定を３０一４０名上廻っており， 長野に

関しては１９４９年２月の「ケリー旋風」の折の処分者を含めた可能性があるが， 新潟， 京都について

は比較的信頼できる教組関係資料からも想定できない数であり過大と思われる，

　

〈阿部彰氏の推定数について〉

　

阿部氏と筆者の推定数は大部分の都道府県で一致するが， 大きく異っているのは石川県（阿部６９

名， 明神９名） と愛知県 （阿部１６名， 明神３１名） である， 石川県の相違は」 筆者が１９４９年１０月

末の被追放者をあげているのに対し阿部氏が１９５０年１２月１日のレッド・パージを対象にしている

ことによる， 阿部氏は
『石川県教職員組合史』 の年表の 「（１９５０年）１２・１

　

レッド・パージ一応完

了（北国新聞では６９名と発表）」に拠ったものと思われるが，
「北国新聞」（１９５０年１２月１日）の報

ずる記事は教職員レッド・パージに関するものではなく銀行， 一般企業のレッド・パージについて

である， 阿部氏はこれを確認せず誤って年表に拠ったものと思われる，また， 愛知県の相違は，

阿部氏が１０月２８日勧告の県教委および半田市教委の１６名のみをあげ，１１月４日勧告の名古屋市

１５名分を見落していることによるものである， さらに， 阿部氏は徳島， 愛媛を０としているが， こ

れは調査不足による誤りであり，山形，栃木，新潟等についても同様の指摘をしなければならない，
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教員レッド・パージの被追放者数をめぐって

　

おわりに

　

本稿で明らかにしたことは， ①通説である
「約１，７００名」説の典拠が第三回世界教員会議日本団

代表報告書であり， そこに示された１，７００名という数は信頼に足り得るものではないこと， ②被追

放者数に関する新たな資料の紹介を通じ「約１，７００名」という数が過大であることを明らかにした

こと， ③
「約１，２００名」 説とその論拠を提示したこと， の三歎こ要約することができる．

　

本稿の意義は， 被追放者数に関する通説を批判し新たな説を提起したこと， およびその論拠とな

る資料を都道府県別に示すことによって正確な被追放者数確定の為の今後の検討， 論議の基礎的条

件を整えた点にあると考える．

〈注〉

（１） 拙稿「教員レッド・パージ裁判の検討（一）」（『釧路論集』， 第１２号，１９８０年１２月），
（２） 拙稿「教職員レッド・パージ概要ノート（その１）」（『北海道教育大学紀要』（第一部Ｃ）， 第３４巻第１号，１９８３

年９月），
（３） 『日教組十年史』（１９５８年）は「琴平大会までに中央執行委員会に報告されたのは１０１０人以上」（１７９頁）とし

　

ているが確定数の記述はない， また
『日教組二十年史』（１９６７年）および『日教組三十年史』（１９７７年）には総数

の記述が全くない．
（４） 世界教員会議日本代表団『日本教育の現状に関する一般報告書』，日教組，１９５３年７月，
（５） 同前， ３頁，

（６） 矢川徳光『日本教育の危機』， 新評論社，１９５３年，６２頁．
（７） 『日本資本主義講座

　

第７巻』， 岩波書店，１９５４年，１８５頁，
（８） 市川昭午「占領下の教育」（『教育学全集３

　

近代教育史』， 小学館，１９６８年）， なお， 市川は市川慶三編
『黒い

嵐－初期長野県教組弾圧記録』（１９６５年）を出典している，
（９） 日本教育新聞社『戦後教育史への証言』， 教育新聞社，１９６６年，
（ｌｏ） 「内閣特審資料」，宮原誠一・他

『資料日本現代教育史

　

第２巻』（三省堂，１９７４年）よりの重引．
（１１） ＧＨＱ／ＳＣＡＰＲｅｃｏｒｄｓ，

”ＮｕｍｂｅｒｏｆＲｅｄＴｅａｃｈｅｒｓＤｉｓｍｉｓｓｅｄｔｈｒｏｕｇｈｏｕｔＪａｐａｎ
”
，ＣＩ叡Ｂ）．０２８１５，

（１２） 『大阪大学人間科学部紀要』， 第８巻，１９８２年，
（１３） 国立教育研究所所蔵， 戦後教育資料ＩＶ－３２．
（１４） Ｇ轡ＳｕｒｖｅｙｏｆｔｈｅＪａｐａｎＣｏｍｍｕｎｉｓｔＰａｒｔ〆，ｎｏｄａｔｅ，ＧＳ（Ｂ）－０２２９７，

（１め

　

Ｅｅｌｌｓ”ＡｃｔｉｖｉｔｉｅｓＥｄｕｃａｔｉｏｎＤｉｖｉｓｉｏｎＣｏｕｎｔｅｒｉｎｇＣｏｍｍｕｎｉｓｍ“，ＣＩＥ（Ｂ）－０３２３２．

（１６） 日教組は琴平大会資料で６５名としており（『府高教十年史資料

　

第１集』， １頁）， 前述の特審局報告は
「大学

　

においては教員中に１８０名程度の蕪員又は同調分子が存在していたところ，その中１０名は既に整理され，１８名は

　

審理中で残り１６０名は全く未整理となっている」としている，
（１７） ＧＨＱ／ＳＣＡＰＲｅｃｏｒｄｓ，ＣＡＳ仏）－０３２８３，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（本学助教授・釧路分校）
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